２．自治労は、社民党・重野幹事長に臨時・非常勤等職員の処遇改善にむけた法改正などを要請－11/15
自治労からは、冒頭、10月25日に実施した自治労臨時・非常勤等職員全国協議会主催の「臨時・非常勤等職員の均等待遇と雇用安定を求める院内集会」に、福島みずほ党首が社民党代表としてあいさつに来て頂いたことに対して御礼を述べました。その後、臨時・非常勤等職員の処遇改善にむけた法改正の実現を要請しました。

また、今国会に上程の地方公務員の育児休業法改正法（案）は一般職非常勤職員（地公法17条）に適用で、特別職非常勤職員（同法3条3項3項）、臨時的任用職員（同法22条）には適用しない問題について、今国会でしっかり追及していただきたい、と要請しました。

　

これに対して重野幹事長は、「自分もかつて県庁の組合員であったころ、臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定のために正規化闘争に取り組んだ。民間企業は非正規労働者を雇用の調整弁としてきたと言われるが、地方自治体も、臨時・非常勤等職員を雇用の調整弁としてきたのは否めない。非正規の問題は、人間の尊厳の問題である。暗黙にしておくわけにはいかない」と述べ、自治労の要請趣旨に賛意し、連携していくことを確認しました。
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